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自由経済体制と「福祉」
熊 谷
?
夫
1 自由経済体制の条件
ここで自由経済体制というのは広い意味で，現代のいわゆる西側諸国，具体
的にいえば OECDに加盟している24カ国あたりにほぼ共通しているとみられ
る制度的特徴をそなえた社会経済体制を指すものと考えることにする。厳密に
いえば， OECD諸国の中にも現在のところ例外がなくもないが， ここでいう
自由経済体制の条件としては，三つの大きな柱がある。その第 1は経済運営の
根幹として市場価格機構を活用するということ，第2は原則的に私有財産制度
を認めるということ，第3は政治体制として議会制民主政治が行なわれている
ということである。これらは経済活動のみに関係することではないから，より
適切には，「自由社会」の条件といった方がよいかもしれない。
もっとも，三つの条件はあくまで基本原則であって，人間社会の制度に絶対
不可侵というものはありえない。市場経済の機構は個人の職業や消費の選択に
おける自由と，人的・物的資源の効率的利用とを両立させる点で比類なく精妙
な仕組であるし，この仕組と私有財産制度下の自己責任とが結びついた自由企
業体制は，経済的進歩のための強力なエンジンとしてはたらくことが実証され
ている。けれども，たとえば環境汚染の進行にみられたように，資源の効率的
利用という点だけからいっても市場機構は万全ではありえないし，現在の長び
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く不況をみてもわかるように，自由企業体制は必ずしも経済的安定性を保証す
ることができない。また，私有財産制度と市場経済の機構とを通じて生みださ
れる個人所得の分配が，何らかの倫理的な公正の理念にかなうものであるかど
うかも疑問である。
すべてこの種の問題に対処して行くためには，自由経済体制のもとにおいて
も政府の公共的政策が必要不可欠であって，事実，そのような政策は今日の経
済運営のなかに不可分の要素として定着している。その意味で現代の経済体制
は，自由諸国においても純粋の自由放任経済ではなくて，さまざまの形での混
合経済，いわゆるミックスト・エコノミーになっているわけである。
政府の政策的意思決定は結局のところ民主政治のルールにしたがって行わ
れ，それによって総需要の管理や公共財の供給とか生活現境の保全，所得再分
配のあり方，等々が決定されることになるが，この民主政治のメカニズムにも
問題がないわけではない。議会制民主政治は独裁権力による個人の自由の圧殺
を避けるためにどうしても必要ではあるが，現実の政治プロセスがしばしば集
団的利益要求のまかり通る場面となり，多数派支配という形での個人の自由の
制限となったり，公共的政策の合理性や効率性が阻害されたりすることも否定
できない事実である。とりわけ，政治家が政権を取ったり維持するための必要
からさまざまな菓団的利益要求に万遍なくこたえようとする結果，そのツケが
国民にまわって，ィンフレーションかそれとも高度の税負担かという，ありが
たくない選択問題に帰着しがちことは，現代の民主主義諸国の共通の悩みであ
る。
2 福祉とは何か
福祉とは英語の well-beingあるいは welfare に対応する言葉であって，
もともと人々の満足の状態をあらわす。しかし今日では，たとえばわが国で老
齢福祉年金とか身心障害者福祉とかいった言葉が使われる場合のように，最も
狭い意味で稼得能力のない人々の無償の給付をあらわすこともある。あるいは
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もうすこし広い意味で公的扶助や各種の社会保険，さらには住宅・教育などへ
の補助をも含めたいわゆる社会保障を指して福祉と呼ぶこともある。これがお
そらく現在での最も慣例的な用語法であって，イギリスやスウェーデンなどが
いわゆる「福祉国家」の見本とされるときには， 「ゆりかごから墓場まで」の
社会保障がよく整備されているという考え方にもとづくものであろう。わが国
で「高福祉・高負担」とか「ばらまき福祉」とかいった言葉が使われるときに
も，福祉とは社会保障制度を通じての所得再分配を意味しているものと解され
る。しかしここでは，われわれはむしろ福祉という言葉の原点に立ち返って，
貧富を問わずすぺての国民の満足を増進するためには，社会経済の基本構造は
いかにあるべきかという問題を中心にして考えることにしたい。
何を以て社会的な福祉の増進とみなすかはむろん価値判断の問題であって，
たとえば国民の消費生活をいかに切りつめても軍備の増強をはかることが結局
は国民のためになるのだという独裁者の判断もありうるし，天がくつがえって
も富や所得の平等な分配を実現すべきだという平等主義者の価値判断もありう
る。しかしここでのわれわれの基本的な立場は，国民個々人にとって何が福祉
の増進であるかは彼ら自身の価値判断にゆだねられるぺきことであり，そのよ
うな個人的価値判断，いわば個人福祉関数を成分にして社会全体の福祉を考え
るより他はないだろうということである。この立場を個人主義の価値基準，ぁ
るいは市民主権の原理と名づけることができる。福祉とは国や政府のパクーナ
リズム（家父長主義）にもとづいて増進がはかれるといったものではなく， ま
ず第 1に各個人が自己の責任と努力とによって追求しなければならないもので
あり，このような努力が人々の協力と社会的連帯性を必要とするかぎりにおい
て，福祉の増進をはかるためのさまざまな組織や制度，さらには政府の福祉政
策が発展させられることになる。
さきに個人福祉関数と名づけたものは，市場経済の理論においてふつうに用
いられる個人の効用関数とは違って，もっと広い範囲にわたる説明変数を含む
ものである。われわれ自身の福祉あるいは生活上の満足感が何に依存している
44 爛西大學『純清論集」第28巻第 1・2・3・4号
かを内省してみればすぐに分かるように，それは自分自身の現在の仕事や所得
のみならず，将来についての見込みやその安全度に依存するし，また広く社会
的生活環境の関数でもあって，他人の所得や生活状態がどうなっているのかと
いうこともわれわれの重要な関心事である。したがってわれわれが個人的福祉
を追求するといっても，それは決して各人が近視眼的な利己主義者として行動
するということではなく，社会的な協力と連帯の仕組を通じて，より良い満足
を求めていくということである。そのためには，もともと誰しも社会を離れて
生存をたもちうるはずのものではないから，この社会の基本的な構造やそれに
組み込まれているルールが，個人主義の価値観のもとにおいても重要な問題と
ならざるをえないのである。
3 福祉社会の基本構造
近ごろ多くの論議を呼んでいるジョン・ロールズの『正義の理論」 (John
Rawls, A Theory of Justice, Oxford Univ. Press, 1972, XV +607 pp.)は，一種
の社会契約説の立場から，民主社会の基本構造について人々はどのような合意
に達しうるであろうかという問題を考えている。そのための方法的前提とし
て，人々は物的資産の所有や社会的地位，あるいは各自の人的能力などについ
て何らの既得権益をも持たない「原初状態」なるものを想定し，このもとで合
理的な個人，すなわち嫉妬や格別の利他心を持たないで自己の福祉を求める個
人が，どのような社会構造のあり方について一般的に同意するであろうかを考
える。
ロールズの結論をいえば，第 1には平等な自由への権利の優先，第 2には仕
事や地位への機会の均等，そして第 3には，社会の最も恵まれない立場におかれ
た人々の経済状態を高めるのに必要ならば，その限りにおいて報酬や所得の不
平等が正当化されるということである。機会の均等を前提にして，最低所得を
できるだけ高めるのに役立つかぎりで不平等が許容されるという考え方をロー
ルズは「格差原理」あるいは「マキシミン原則」と名づけている。マキシミン
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原則の基本思想は要するに，原初状態では各人が完全に「無知のヴェール」に
包まれていて，将来の自分の立場がどのようになるかを予想することができな
いから，運わる＜自分が最悪の立場におかれた場合の不利をできるだけ最小に
するという取り決めに異議なく同意するだろうということである。これは一種
の保険思想である。
ロールズの理論は社会哲学として展開されているわけであるが，より現実的
な社会体制のあり方を論ずる段になると，彼はいわゆる「ソーシァル・ミニマ
ム」の所得保障をともなわせたうえでの，市場機構を根幹とする現代の自由諸
国の混合経済体制を是認している。他の社会経済体制に比較して，それが平等
な自由を最大にし，また機会の均等を進めるうえでも有利であるとともに，市
場経済の効率性や自由企業体制の誘発する経済的進歩と成長を通じて，社会全
体の所得水準が高められ，ひいてはソーシァル・ミニマムを高めるにも役立つ
からである。
われわれが自由経済体制下の福祉を考えるにあたっても，福祉の何よりもた
いせつな構成要素が個人の自由の尊重，そして各人の能力に応じた機会の均等
であるということを忘れてはならない。また，報酬や所得の不平等はそれ自体
として望ましいことではないとしても，各人の持てる能力が十分に発揮されて
経済全体の生産性が高められ，経済が成長していくのでなければ，結果は貧困
の平等におわり，ソーシァル・ミニマムを高くすることも不可能だということ
を知らねばならないのである。
4 福祉政策のプログラム
ロールズにしてもわれわれ経済学者にしても，もちろん自由放任の市場経済
が万能と考えているわけではない。けれども，市場経済と自由企業の体制にそ
なわっている効率性と進歩への活力を利用することにより，社会全体の経済的
な豊かさが確保されてはじめて，所得再分配がソーシァル・ミニマムを高める
結果となりうるということを強調したいのである。パイの大きさを一定不変で
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あるかのように見なして，それの有利な分け前を社会的公正の名の下に要求す
るのが福祉の増進であるかのような錯覚におちいってはならない。われわれに
とっては，成長か福祉かという問題提起はナンセンスであって，むしろ成長な
くして福祉なしと考えることの方が正しい。
ところで経済成長のためにも福祉の増進のためにも，基本的には市場経済の
仕組を活用するとしても，この経済の欠陥を補正し，またその成果をよりよく活
用して行くには，各方面にわたる政府の活動が不可欠である。その詳細を説明
するためには，経済政策のあり方を全体として問題にしなければならないが，
いまそれは不可能である。その代りに，私が最近興味を以て読んだ本で，ファ
ーニスとティルトンの共著『福祉国家の擁護』 (NormanFurniss and Timothy 
Tilton, The Case for the Well are State, Indiana Univ. Press, 1977) というの
があるので， その一部を紹介して，若干のコメントを加えてみることにした
い。この本には「社会保障から社会的平等へ」 (FromSocial Security to Social 
Equality)というサプタイトルがつけられていて，アメリカ型混合経済， イギ
リス型社会保障国家，スウェーデン型社会福祉国家の三つを対比し，スウェー
デン型の体制が最も好ましいものだということを主張しようとしている。ここ
で私がとりあげたいのは，そのような立場からアメリカを社会福祉国家に移行
させて行くために望ましいものとして提案されている政策プログラムである。
いわゆる社会福祉国家の目標とされるのは，平等，自由，民主主義，安全，
経済効率，および連帯性ということであるが，そのための改革提案はつぎの 9
項目から成り立つ。
(1) 最大限の完全展用。とくに最大限というのは， 5ないし 5.5~ るといった
失業率を広義の完全雇用として許容できるものとみなすのではなくて，目標は
1. 5ないし296の失業率でなければならない。この目標を適度の物価安定のも
とで達成するには，総需要政策のみでなく，特定年齢層・婦人・障害者等の雇
用を増大するための積極的労働市場政策が必要であり，また技能のとぼしい労
働者の雇用機会を開くために公共投資が利用されなければならない。
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(2) 国民保健サービス・医療は教育と並んで，すべての国民の必要に応じて
一般財源からの公費で提供されるのが原則でなければならない。受益者負担は
あっても，低額にとどめられるべきである。一般的な医療サーピスの費用を公
的保険でまかなってもよいが，これは次善の策である。私的保険にもとづく制
度は，加入できない人々を不利に差別することになるから許容できない。
(3) 住宅手当。教育および医療とともに，適当な住宅が必要に応じて確保さ
れることは市民の基本的権利である。
(4) 公的年金制度。無秩序な私的年金制度の代りに，すべての引退者に所得
保障をあたえる公的年金が設けられなければならない。
(5) 最低年間所得の保障。一種の負の所得税とみなされてよいが，他の社会
保障措置から落ちこぽれた貧困者のみを対象とするのではなく，すぺての市民
の権利に属する。
(6) 所得および資産の累進課税。目標は過度の不平等を減じて，平等と社会
的連帯性，そして不利な立場の人々の自由を増大させることである。配当課税
を強化すれば，消費者に転嫁されがちな法人課税は低くしてもよい。
(7) 地域計画と土地利用の規制。私的利益にもとづく開発や無規制の都市化
・工業化の莫大な社会的コストを減じ，安全で快適な生活および労働環境を公
的規制によって維持しなければならない。
(8) 文化面での資本主義的ヘゲモニーをなくすること。そのために最小限度
必要なことは，巨大規模の投資決定に対する公的審査と指導を強化すること，
またラジオ・テレビでの商業広告を廃止すること。
(9) 政治への公的参加の機会の拡大。アメリカの民主政治の機構はお金とヒ
マのある人には広い参加の機会をあたえているが，資力の平等化を進めること
によって，政治的意思決定への参加の背後条件を改善すること。労働者は雇用
条件についてより大きな発言力をもち，公的扶助の受給者は受け取る扶助の性
格についてより大きな選択の余地をもち，すべての市民は法務サービスをより
広く利用できるようにすること，等。
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以上のとおりであるが，最大限の完全雇用とそれによる経済成長の促進，ま
た各人の稼得所得の増加ということが第 1にかかげられていることからもわか
るように，スウェーデン型の福祉社会を模範とする立場においても，平等化と
ともに経済効率が重視されていることにとくに注意しておきたい。著者たちの
言葉を引用すれば， 「これらの提案の趣旨は市場機構と私有財産を破壊するこ
とではなくて，これらの制度に新しい方向づけをあたえ，市民の最も緊急な必
要を充足できるようにすることである。」 この本でイギリスのいわゆる 「社会
保障国家」が批判されているのも，それが労働組合本位であって平等主義と連
帯性に欠けており，政治的支持層も十分に一般的でないということ，また経済
的効率性が阻害されて，成長力が乏しくなっているという点が主要な理由にな
っている。
ファーニス＝ティルトンにいわせれば，市民の基本的権利についての平等主
義の追求と経済効率とのあいだにトレード・オフは存在せず，政策運用によろ
しきを得れば，平等主義の追求がむしろ経済効率をも高めることになる。それ
が証拠に， 1976年まで44年間にわたる社会民主党政権のもとで，一方では平等
化政策を進めながら，他方では国内における徹底した自由競争と，対外的にも
徹底した自由貿易を貫いて， かなり高い成長率 (1950~71年平均3.7%)を維持
し， 1人当り GNPではアメリカよりも高く，事実上世界第 1位になっている
ではないか，というわけである。けれども最近での数字によれば，スウェーデ
ンの経済成長率は1975, 76年が0.5ないし 1彩という低成長であり， 77年はマ
イナス成長になっているという。他方で， 1977年の消費者物価上昇率は76年よ
りも高まって12彩である。最近のスタグフレーションはむろんスウェーデンだ
けの悩みではないが，それにしてもこの国の経済の停滞はいちだんと目立って
いる。これは平等化政策による勤労意欲や投資意欲の低下，生産性向上の鈍化
と無関係な現象とは見られないのではないか。
関西経済研究センターの「自由経済体制調査団報告」の中でも指摘されてい
るように， 「年間所得6万クローネ（約360万円）の平均的サラリーマンの手取
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り収入が，半分の3万クローネであり，超過勤務をすると80~90彩の限界税が
差し引かれたり，…また，働いている人と失業や病欠している人の実収入にあ
まり差がないという状況は，種々の社会保障による給付がいかに多くとも異常
であるとは言えないだろうか」（同書， p.57)という疑問を禁ずるわけにはいか
ない。
さきに引用したファーニス＝ティルトンの政策プログラムはわが国にとって
も十分に参考となりうるものではあるが，このさい制度の仕組と程度問題とが
すこぶる重要であって，いわゆる「結果の平等」を追求する政策が行き過ぎる
とき，平等と効率ないし成長とのトレード・オフが生ずることは否定できない
と思われる。そうなれば実質的な生活水準の向上を望むことはできない。その
点で，スウェーデンやイギリスのようないわゆる福祉国家の経済的困難は今後
次第に大きくなるのではなかろうか。
とはいうものの，現状での富や所得の不平等を神聖不可侵とみなすべき理由
はなく，何らかの形で社会的連帯性を生かすための再分配政策は不可欠であ
る。個人主義の価値判断のもとにおいても，その点については広く合意が成り
立つであろう。ミルトン・フリードマンのような徹底した自由主義者でも，再
分配政策の必要性を否定するわけではない。彼の提案は，貧困への対策を負の
所得税制度に一本化して，雑多な社会福祉措置による政府の介入を廃止せよと
いうことである。たしかにこの提案には魅力があり，すくなくとも各種の公的
扶助については，負の所得税による現金給付によってソーシァル・ミニマムを
確保することとして，公費による種々な現物給付や，政府補助による私的財の
人為的な低価格供給などを廃止することには私も賛成である。病気・失業・老
齢などによる所得の低下ないし喪失の危険についても，もし民間の私的保険の
利用によって問題が解決されるならば，それにこしたことはないであろう。け
れども実際問題としては，公的な制度としての社会保険による強制加入がなく
ては加入者のカバリッジは十分でありえず，人々の相互扶助の及びうる範囲は
限られたものとなる。たとえば生命保険の加入についても，積極的な勧誘が不
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可欠の役割を果していることは，将来の危険や不確実性に対するわれわれ個々
人の自発的行動が必ずしも合理的ではありえないことを示すものであろう。こ
れに加えて，とくに年金については，一般的所得および生活水準が時とともに
上昇すること，さらに物価上昇が多少とも恒常化しているという事実もあっ
て，純粋の積立方式によって老後に備えることは望みがたい。したがって世代
間の再分配の含みをもつ賦課方式の導入が不可欠であり，これは公的な制度と
してはじめて可能とされることである。
5 要約
以上の論述での私の趣旨は，そもそも福祉とは天から降ってきたり，政府に
よって温情的に与えられたりするものではなく，また国民各層が政府に要求し
て分捕るといったものではなくて，国民の各自が自己の努力により，自己の選
択にしたがって自由に追求して行くべきものだということである。私はその意
味での個人主義・ 自由主義の価値観を大前提にしている。
しかし他方において，近代的な経済社会の複雑多岐な内部的相互連関を考え
るとき，いかなる個人もこの分業的経済システムヘの参加と依存を離れて生存
を維持することはできない。人々の分業による協力を実現するための経済シス
テムのあり方として，市場経済の仕組には他を以て代えがたい利点がある。仕
事と消費生活の内容についての個人の選択の自由と，経済全体の人的・物的資
源の効率的利用とを両立させるということ，また競争的自由企業を通じて，経
済の創造的な進歩と成長をもたらすということが，そのような経済体制の最大
の利点である。
自由経済体制下の福祉は，市場経済の利点を生かし，その欠陥を政府の経済
政策によって補充することにより，経済成長の豊かな成果を活用することによ
ってもたらされるものである。もちろん，福祉とは物質的な豊かさにつきるも
のではなく，市民的自由の確保や能力に応じた機会の均等が，各人の自己実現
の条件として，むしろいっそう重要な福祉の構成要素である。しかし，これら
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もまた自由経済体制のもとにおいてはじめて最大限に実現されるということ
は，歴史の教訓としてわれわれの学びうるところである。
しばしば誤解されているように福祉とは所得再分配の同義語では決してない
が，社会的連帯性の要求にかなった所得再分配のルールが確立されることは福
祉社会の不可欠の条件のひとつである。そのような所得再分配は，たとえば負
の所得税による最低所得の保障と，人々の多様なニーズに応えるように適切に
デザインされた私的保険および社会保険の制度によって実現されうるであろ
う。
